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　これは、「ＥＳ（従業員満足）なくしてＣＳ（顧客満足）なし！」であり、働き方改革が
求められる現在において、中小企業が目指すべき経営の在り方です。
　第１章で述べたことを参考に、「経営の見える化」に取り組み、「いい経営」を目指し
てください。

　「いい経営」の定義はさまざまあると思いますが、私が米国で得た考えは次
のようなものです。社員のモチベーションを高く維持し、それが顧客満足、
そして高収益につながる仕組みとなり、結果として長期的に維持可能な競争
力をつくることができる経営。経営理論を大事にすることで、そんな好循環
を生む強いチームをつくり、支援し、リードするのが「いい経営」である。

３－３　いい経営
　『星野佳路と考えるファミリービジネスの教科書』※４で、星野リゾート代表の星野佳
路氏は、「いい経営」について、次のように述べています。

　経営デザインシートは、「将来に向けて自社が持続的に成長するために、将来の基幹と
なる価値創造メカニズム（資源を組み合わせて企業理念に適合する価値を創造する一連
の仕組み）をデザインし移行させるためのシート」です。
　インターネットで「内閣府　経営デザインシート」と検索すると、記載要領をはじめ、
テキストや雛型などの詳細な情報を無料でダウンロードすることができます。
■内閣府ホームページ　
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/keiei_design/

　第１章では、ローカルベンチマークを活用して「経営の見える化」を進める方法につ
いて述べました。第２章では「会社の磨き上げ（あるべき姿）」をする方法について述べ
ていきます。
　「経営の見える化」と「会社の磨き上げ」のいずれも、経営者と後継者が一緒に取り組み、
その実践は後継者が行い、経営者はそれを支援するという役割に徹するということが事
業承継を早めに進めるためのポイントです。

　事業承継でいう「会社の磨き上げ」とは、会社の現状をさまざまな観点から調査・把
握したうえで、組織・事業等に係る課題を解決し、会社の強みを明確にすることにより、
企業としての価値を上げることをいいます。
　ローカルベンチマークの内容をもとに、戦略マップ※５をつくり、自社の「あるべき姿」
を考えるという方法もありますが、ここでは国（内閣府）が平成 30 年度の産業財産権
制度問題研究会で作成した「経営デザインシート」をご紹介します。

　「経営デザインシート」の目的は、顧客の求める価値を提供できる「価値を生み出す仕
組み」を描くこと。管理会計で分析した結果をもとに、目標とする財務数値を達成する
ために「あるべき姿」を描くという方法もありますが、多様化する顧客のニーズやウォ
ンツに対応することができなければ財務目標に到達できません。
　経済産業省の「ローカルベンチマーク」と内閣府の「経営デザインシート」。「あるべき姿」
を「財務の視点」から描く方法と「顧客の視点」から描く二つの方法と言えるでしょう。

第１節　経営デザインシート
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※5　戦略マップとは、取り組むべき経営課題や解決策を整理し、企業が掲げる目標達成のために、整合性のある経営戦略を考えることができるツール※４　発行元：日経ＢＰ社、著者：小野田鶴、日経トップリーダー　編集・構成、発行日：2019年 11月 25日
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　経営デザインシートの特徴は、１枚で全体を俯瞰できること、欄が限られているので
大切なことしか書けないことです。また、「これまで」と「これから」とあるように時間
軸を意識することができます。
　専門用語が多く出てきますが、記載要領には、各項目の記入方法について丁寧な説明
があります。書けるところから記載することがポイントで、大切なのは「価値を生み出
すしくみ」を描くことです。記載要領のほかにも、入門編と応用編に分かれた作成テキ
ストがあるので、参考にするとよいでしょう。

　例えば、図5の赤の矢印　　　　　のような戦略の筋書きを考えると以下のようにな
ります。

１－１　経営デザインシートの概要
　経営デザインシートは、「全社用」「事業用」「事業が一つの企業用」の３つがあり、巻
末の参考資料４は、「全社用」の様式です。典型的な記入順序は以下のとおりです。

１－２　事業承継における経営デザインシートの活用
　経営デザインシートは、企業経営における対話のツールであり、経営者、後継者、幹
部が一緒に記入しながら、自社の「あるべき姿」を考えることができます。
　事業承継においては、認定支援機関等の第三者を交えて、現経営者が「これまで」を
記入し、後継者が「これから」を記入することで移行戦略の話し合いができたり、現経
営者が「これまで」と「これから」を記載することで事業承継の必要性を気づかせたり、
適切な承継先の検討を促すきっかけになるなど、様々な活用メリットがあります。

　自社の「あるべき姿」を描くために経営デザインシートを活用すると、「これから」の
姿への移行のための戦略を考え、「解決策」を記入するので、漠然としていたことを明確
にすることができます。しかし、どのようにして実行するのかという、達成のためのシナ
リオが必要です。「戦略マップ」は実行に移すためのフレームワークです。「戦略マップ」
を作ることにより、戦略の全体像を把握することもできます。
　図5は、第１章のローカルベンチマークで事例にしたサンプル企業の戦略を「戦略マッ
プ」にしたものです。戦略の実行可能性（実現性）を検討することができます。

第２節　経営デザインシートと「戦略マップ」
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1.「自社の目的・特徴」、「経営方針」
2.「これまで」の価値創造メカニズム
　 ①価値（提供してきた価値、提供先から得てきたもの）
　 ②事業ポートフォリオ
　 ③主要な資源
　 ④これまでの外部環境
　 ⑤全社課題（弱み）
3.「これから」の姿へ移行のための戦略（１）
　  これからの外部環境
4.「これから」の価値創造メカニズム
　 ①価値（提供する価値、提供先から得るもの
　 ②事業ポートフォリオ
　 ③主要な資源
5.「これから」の姿への移行のための戦略（２）
　 ①移行のための課題
　 ②移行に必要な資源
　 ③解決策

①主要取引先のシェアを拡大するために、
　・主要取引先はどのような商品・サービスを求めているか
　・競合他社と比較して当社の優位性は何（品質、サービス、納期等）か
　を考える。
②製造工程の内製化は、原価率の低減ではなく、主要取引先のシェア拡大を目的に考
　える。
③人事制度の構築にあたっては、製造と営業が連携してやることを評価する。
④以上の結果として、労働生産性が向上する。

図5　戦略マップ
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事業承継の実行

　中小企業・小規模事業者や中堅企業は、経営力向上のための人材育成や財務管理、設
備投資等の取り組みを記載した「経営力向上計画」を事業所管大臣に申請し、認定を受
けることにより中小企業経営強化税制（即時償却等）や各種金融支援が受けられます。
詳細については、平成 30 年度の戦略的経営展開マニュアルで紹介していますのでご覧
ください。
　ここで強調したいのは、中小企業経営強化税制や各種金融支援を受けるために経営力
向上計画の認定を受けるのではなく、「会社を磨き上げる」ために経営力向上計画を作成
して、各種施策を利用することが大事ということです。
　現経営者が元気なうちに、ローカルベンチマークで会社の健康診断をして、経営デザ
インシートで「あるべき姿」を確認し、「経営力向上計画」に取り組むべきです。
　「事業承継対策＝事業承継の特例活用」と考えられがちですが、「経営の見える化」と「会
社の磨き上げ」そのものが事業承継対策です。
　また、後継者不在企業の第三の選択肢として、Ｍ＆Ａが有効な手段として市民権を得て
いますが、その一方で、一部の仲介事業者の動きをみると会社を不動産のように考えてい
るケースも見受けられます。会社は不動産ではなく、経営者や従業員とともにあるもので
す。経営力向上計画の実行は後継者が中心となり、現経営者はその実行を支援する。その
延長線上に、経営力向上計画の制度活用やＭ＆Ａという手段があるのではないでしょうか。

　このように「戦略マップ」を作成し、戦略の筋書きを考えることで、戦略目標と業績
評価指標（KPI）の深耕が可能になります。経営デザインシートで考えた戦略は、実行し
なければ全く意味がありません。経営の実行は、戦略目標や業績評価指標（KPI）を定期
的に評価することで始まります。ＰＤＣＡサイクルのC（評価）とA（改善）が重要です。

　会社の代表者が交代するだけでは、実質的な事業承継とは言えません。実質的な事業承
継とは「経営権（支配権とも言えます）」を渡すことです。実質的に支配権を持つオーナー
が交代することが本当の「経営のバトンタッチ」と言えます。
　承継する対象は、お金や自社株、事業用の固定資産だけではなく、知的資産と呼ばれる、
目に見えない資産も含まれます。事業承継支援を行う場合、事業者の「知的資産」にも
目を配ることが必要です。知的資産は企業の競争力の源泉になります。

　事業承継は、第１章で示した「経営の見える化」と第２章で示した「会社の磨き上げ」を、
経営者と後継者が時間をかけて行うことでスムーズに実行されますが、何を誰に引き継
ぐかによって取り組む内容が異なります。誰に引き継ぐかで分類したのが図6 ですが、
事業承継とは、何を承継するのでしょうか？
　第３章では、何を承継するのか述べた上で、実施手順を示します。

第１節　「何を」承継するのか

第３節　経営力向上計画を活用した会社の磨き上げ
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図6　事業承継の分類

承継の分類
（誰に）

社外第三者への承継
（M&A 等）

親族外での承継
役員（MBO）、社員（EBO）

社内での承継

親族内での承継

PLAN
計画

DO
実行

ACTION
改善

CHICK
評価

PDCA
サイクル

人の承継

知的資産の承継

資産の承継
①経営権（支配権としての株式）
②代表権
③組織

①経営理念
④経営者の信用
⑦知的財産権（特許等）

③ノウハウ
⑥顧客情報

②従業員の技術、技能
⑤取引先との人脈
⑧認可許可　　　　　　　　　　　　　　　等

①株式（財産価値としての株式）
②事業用資産（設備・不動産等）
③資金（負債）


